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第３－６－８図「新雇用戦略」-「全員参加の社会」の実現を目指して-(ポイント) 

働く意欲を持つすべての人の就業を実現するため、団塊ジュニア世代が３０代後半を迎え、団塊の世代が６０歳代と
なる今後３年間を「集中重点期間」として、個々のニーズに応じたきめ細やかな支援施策を展開し、誰もが能力を十分
に発揮できる「全員参加の社会」の実現を目指す。

適切な経済財政運営の下、雇用・労働施策のみならず、産業施策や教育施策についても「全員参加」と「人材育成」
を進める方向で展開し、我が国経済を成長させ、１人当たり国内総生産の増加につなげる。

就職氷河期に正社員になれなかった若者につ
いて、早急に安定雇用を実現する必要。

・「フリーター等正規雇用化プラン」
・ニート等の自立支援の充実
・ジョブ・カード制度の整備・充実

３年間で１００万人の正規雇用化

団塊ジュニア世代が働きながら子育てできる環
境を早急に整備し､出生率回復を目指す。

・「新待機児童ゼロ作戦」
・仕事と育児等を両立できる環境整備
・マザーズハローワーク事業の充実

３年間で最大２０万人の就業増（２５～４４歳女性）

団塊の世代が６０代を迎える中、その能力･経
験を発揮できる枠組を早急に作る必要。

・６５歳までの継続雇用の着実な推進
・地域貢献活動、起業の支援
・多様な就業による生きがい対策の推進

３年間で１００万人の就業増（６０～６４歳）

障害者等について、「『福祉から雇用へ』推進５カ年計画」に基づき、着実に就労による自立を図る。
雇用･福祉･教育等の連携による就労支援力の強化、中小企業への重点的支援、生活保護世帯・母子世帯に対する就労支援

「安定した雇用・生活の実現」、「安心・納得して働くことのできる環境整備」に取り組む。
正社員以外の待遇改善、仕事と生活の調和の実現、地域雇用対策、人材面からの中小企業支援、情報提供・相談機能の強化
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第３－６－９表 労働力率、就業率の推移と見通し 

（平成20年３月） （平成20年３月）
年 年

平成18年 平成24年 平成29年 平成42年 平成18年 平成24年 平成29年 平成42年
性・年齢 (2006) (2012) (2017) (2030) 性・年齢 (2006) (2012) (2017) (2030)

１５～１９歳 16.4 18.4 19.4 20.0 １５～１９歳 14.9 17.1 18.0 18.4
２０～２４歳 69.1 74.8 77.8 81.3 ２０～２４歳 63.1 69.0 72.8 75.8

男 ２５～２９歳 93.9 95.7 96.3 96.6 男 ２５～２９歳 88.0 91.8 93.1 93.2
３０～３４歳 96.5 97.0 97.2 97.5 ３０～３４歳 92.3 95.6 95.4 95.7
３５～３９歳 96.7 98.2 98.7 98.9 ３５～３９歳 93.5 95.8 96.6 96.8
４０～４４歳 97.0 97.5 98.0 98.4 ４０～４４歳 94.3 95.4 96.2 96.5
４５～４９歳 96.9 97.9 98.2 98.4 ４５～４９歳 94.0 96.2 96.7 96.7
５０～５４歳 95.7 97.3 97.8 98.2 ５０～５４歳 92.6 95.6 96.3 96.4

性 ５５～５９歳 93.2 95.1 96.3 97.9 性 ５５～５９歳 89.6 92.8 93.8 95.0
６０～６４歳 70.9 77.6 84.8 96.6 ６０～６４歳 67.1 73.7 80.6 90.9
６５～６９歳 47.6 51.0 52.5 63.9 ６５～６９歳 45.7 50.0 51.4 62.7
１５～１９歳 50.0 50.0 50.0 50.0 １５～１９歳 45.2 46.5 47.0 46.8

女 ２０～２４歳 41.7 41.7 41.7 41.7 女 ２０～２４歳 38.9 39.2 39.5 39.4
２５～２９歳 50.3 54.6 57.1 62.7 ２５～２９歳 47.5 52.5 55.1 60.2

性 ３０～３４歳 47.7 53.5 57.2 65.8 性 ３０～３４歳 45.3 51.2 55.1 63.2
３５～３９歳 55.1 58.2 61.8 67.5 ３５～３９歳 52.8 56.0 59.9 65.3

有 ４０～４４歳 67.7 68.7 69.5 72.5 有 ４０～４４歳 65.3 67.2 68.2 71.0
４５～４９歳 72.1 74.4 76.1 81.9 ４５～４９歳 70.3 73.1 74.8 80.3

配 ５０～５４歳 68.5 71.9 74.5 80.9 配 ５０～５４歳 66.6 71.0 73.4 79.6
５５～５９歳 57.5 60.2 61.9 66.0 ５５～５９歳 55.9 59.4 60.8 64.9

偶 ６０～６４歳 37.7 38.9 40.6 43.4 偶 ６０～６４歳 36.5 38.3 39.9 42.6
６５～６９歳 24.5 24.5 25.8 28.9 ６５～６９歳 24.2 24.5 25.8 28.9

女 １５～１９歳 16.3 19.0 20.3 21.2 女 １５～１９歳 14.8 17.7 19.1 19.8
２０～２４歳 73.2 77.4 78.8 78.1 ２０～２４歳 68.3 72.7 74.7 73.8

性 ２５～２９歳 91.2 94.0 95.1 96.5 性 ２５～２９歳 86.2 90.4 91.9 92.5
３０～３４歳 90.1 92.3 94.0 96.1 ３０～３４歳 85.6 88.3 90.6 92.3

無 ３５～３９歳 88.0 90.2 91.9 94.2 無 ３５～３９歳 84.4 86.9 89.0 91.1
４０～４４歳 86.3 88.5 90.3 92.8 ４０～４４歳 83.2 86.7 88.6 90.9

配 ４５～４９歳 83.1 86.1 88.3 92.2 配 ４５～４９歳 81.0 84.6 86.8 90.5
５０～５４歳 80.6 85.0 88.0 91.7 ５０～５４歳 78.4 83.9 86.8 90.3

偶 ５５～５９歳 72.3 73.8 78.6 83.5 偶 ５５～５９歳 70.3 72.7 77.2 82.0
６０～６４歳 48.9 50.6 52.7 58.7 ６０～６４歳 47.5 49.8 51.7 57.6

他 ６５～６９歳 26.7 29.5 30.4 34.6 他 ６５～６９歳 26.4 29.5 30.4 34.5

（注）労働市場への参加が進むケース

（１）労働力率の推移と見通し

実績 推計

（２）就業率の推移と見通し

実績 推計

 


